生活衛生豆知識№51

ＢＳＥの出現、対策の経緯（２）

２回目として、日本国内でのBSE検査実施後からの経過
	年
	月
	確認内容・対策等

	2002年
	１月
	欧州閣僚理事会で欧州食品安全庁（EFSA）の設立に係る法案可決。EFSA活動開始

	
	１月
	Ｙ食品の牛肉偽装（輸入牛肉を国産牛肉）が発覚。他の企業でも発覚。

	
	５月
	北海道で、若い獣医が生体検査でBSE「シロ」と判定した乳牛が、脳検査で陽性となり、「見逃し」を苦にして自殺。

	2003年
	５月
	カナダにおいて初めてBSEを確認　　カナダからの牛肉等の輸入禁止

	
	７月
	食品安全委員会が内閣府に設置される

	
	10月
	茨城県で飼料の肉骨粉使用禁止後に生まれたホルスタイン去勢牛（23か月）がBSEと診断。11月には広島県（21か月）でBSEと診断

	
	12月
	牛トレーサビリティ法（生産段階）が施行。流通段階の施行は2004年12月。

	
	12月
	米国において初めてBSEを確認。　　　

政府は米国からの「牛肉」、「牛肉加工品」や「生きた牛」などの輸入の全面停止を決定

	2004年
	９月
	食品安全委員会「生後21か月以上の牛について、現在の検査法によりBSEプリオンの存在を確認できる可能性がある。20か月以下のBSE 感染牛を確認することはできなかった」

	2005年
	２月
	国内で初のvCJD患者を確認。2001年発症、2004年死亡。約１か月の英国滞在暦。

	
	6月
	厚生労働省は、英国においてvCJDの輸血での感染が危惧されたため、1980年から1996年までに英国に１日以上滞在暦のある人の献血を停止。

	
	８月
	政府：と畜場でと畜解体される21か月齢以上の牛についてBSE検査を実施

20か月齢以下の牛について地方自治体が自主検査を行う場合は、経過措置（最長３年：平成20年７月まで）として引き続き国庫補助を行う。

	
	12月
	12日　政府は2003年から停止していた米国・カナダ産牛肉のうち、「生後20か月以下で、特定危険部位を除去」牛肉の輸入再開を決定。

	
	
	13日　日本向けの食肉処理施設の状況を査察のために、食品安全や動物衛生の専門家が米国やカナダへ出発

	
	
	16日　輸入再開決定後、初めての米国産牛肉成田空港に着く（調査が終わらないうちに成田空港に着く）

	2006年
	１月
	20日　米国から輸入した牛肉に、特定危険部位の背柱（せきちゅう）の混入を確認（米国農務省検査官の証明付き）、米国産牛肉は再び輸入停止

	
	２月
	米国農務省が「監査した12の食肉加工施設中９施設で、生後30か月以上の牛を処分した際に義務付けられている特定危険部位の除去記録が残っていなかった」と公表

	
	７月
	27日　米国産牛肉の輸入再開を決定

	
	８月
	７日　再度輸入再開後、初めての牛肉が成田空港に着く

	
	10月
	米国産牛肉に、衛生証明書に記載されていない胸腺（１箱）が含まれていた。

	2007年
	３月
	神戸港に到着した貨物に米国農務省発行の証明書に記載が無く、スペイン語表記のある牛タン（４箱）が含まれていた。　　米国農務省の調査で牛タンは、20か月齢以下と確認できる牛由来ではなかった（30か月齢未満の牛由来であることが確認された）。　

	2008年
	4月
	大手牛丼チェーンが米国産牛肉（衛生証明書付き）に脊柱を含む特定危険部位の混入を発見。米国政府は日本政府に「日本向けでない肉が入ってしまった」と回答

	
	９月
	米国農務省動物病センターで研究を行ったカンザス州立大学のユルゲン・リヒト教授が「BSEの病原体である異常プリオンは外部から感染しなくとも牛の体内での遺伝子の異変によって作られ、BSEを発症する」と専門誌プロス・パソジェンズに発表
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